
議案第82号 

 

令和６年度伊豆の国市一般会計補正予算（第６号） 

 

令和６年度伊豆の国市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ245,000千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ24,343,000千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 （繰越明許費） 

第３条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第2 1 3条第１項の規定により翌年度

に繰り越して使用することができる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加及び変更は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第５条 地方債の追加及び変更は、「第５表 地方債補正」による 

  

 

令和６年11月28日 提出 

  伊豆の国市長  山 下 正 行 
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  1 国庫負担金 2,535,179 105,717 2,640,896

 15 国庫支出金 3,687,430 110,130 3,797,560

  3 国庫委託金 40,902 5,269 46,171

  2 国庫補助金 1,111,349 △856 1,110,493

  1 県負担金 855,999 30,899 886,898

 16 県支出金 1,385,102 31,454 1,416,556

  3 県委託金 101,964 1,151 103,115

  2 県補助金 427,139 △596 426,543

  1 寄附金 504,376 5,000 509,376

 18 寄附金 504,376 5,000 509,376

  1 特別会計繰入金 107,399 △2,227 105,172

 19 繰入金 824,991 91,740 916,731

 21 諸収入 340,989 1,876 342,865

  2 基金繰入金 717,592 93,967 811,559

 22 市債 2,661,652 4,800 2,666,452

  5 雑入 323,707 1,876 325,583

      歳        入     合        計                                 24,098,000 245,000 24,343,000

  1 市債 2,661,652 4,800 2,666,452

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  ( 歳入 ) ( 単位：千円 )
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  2 総務費 3,763,720 12,064 3,775,784

  1 総務管理費 3,448,111 12,064 3,460,175

  3 民生費 8,633,581 153,781 8,787,362

  1 社会福祉費 2,311,329 42,000 2,353,329

  3 高齢者福祉費 1,871,383 707 1,872,090

  4 障害者福祉費 1,610,616 103,932 1,714,548

  5 児童福祉費 1,404,245 3,829 1,408,074

  6 保育園等費 1,415,730 3,313 1,419,043

  4 衛生費 2,467,488 △49,400 2,418,088

  4 清掃費 1,481,122 △49,400 1,431,722

  6 農林業費 353,161 10,483 363,644

  1 農業費 310,739 10,483 321,222

  7 商工費 723,350 3,541 726,891

  1 商工費 351,809 3,541 355,350

  8 土木費 1,647,555 64,481 1,712,036

  1 土木管理費 215,810 7,636 223,446

  2 道路橋梁費 650,405 51,600 702,005

  3 河川費 168,039 5,245 173,284

  9 消防費 1,118,072 3,920 1,121,992

  1 消防費 1,118,072 3,920 1,121,992

 10 教育費 2,730,999 7,239 2,738,238

  1 教育総務費 387,633 1,400 389,033

  6 社会教育費 93,246 3,700 96,946

  7 保健体育費 79,814 1,634 81,448

  9 図書館費 91,298 505 91,803

 11 災害復旧費 43,622 38,891 82,513

計

  ( 歳出 ) ( 単位：千円 )

      歳        出     合        計                                 24,098,000 245,000 24,343,000

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額

  3 公共土木災害復旧 24,661 38,891 63,552

    費
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（ 変更 ）

137,700

221,100

令和６
年度

88,300

令和７
年度

90,649
令和７
年度

132,800

４．
 衛生費

４．
 清掃費

し 尿 処 理 場
解 体 事 業
[ 長 岡 し 尿
処 理 場 解 体
撤 去 工 事 ]
[ 大 仁 し 尿
処 理 場 解 体
撤 去 工 事 ]

228,349

令和６
年度

（単位：千円）

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

総 額 年 度 年割額 総 額 年 度 年割額

第２表　　継　続　費　補　正
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( 単位：千円 )

11．災害復旧費
３．公共土木災害
　　復旧費

土 木 災 害 復 旧 事 業
[韮 1115 号線災害復旧工事（多田）]

34,711

８．土木費 ２．道路橋梁費

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業
［ 長 5004 号 線 改 良 工 事 （ 古 奈 ） ］
［韮626号線舗装改良工事（韮山韮山）］
［韮 2-11 号 線 舗 装 工 事 （ 四 日 町 ） ］
［ 大 107 号 線 改 良 工 事 （ 下 畑 ） ］

56,100

10．教育費 ５．学校給食費
学 校 給 食 施 設 維 持 補 修 事 業
[伊豆長岡学校給食センター改修工事]

43,080

第３表　　繰　越　明　許　費

款 項 事　　業　　名 金　額
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  ( 追加 ) ( 単位：千円 )

31,618

令和６年度から
令和７年度まで

4,367

令和６年度から
令和７年度まで

29,988

に じ い ろ こ ど も 園
給 食 調 理 業 務 委 託 料

浄 化 槽 維 持 管 理 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

4,849

警 備 業 務 委 託 料 （ 文 化 施 設 ）
令和６年度から
令和７年度まで

3,298

放 流 水 等 各 種 分 析 ・ 調 査 業 務 委 託 料
（ し 尿 処 理 場 ）

令和６年度から
令和７年度まで

1,231

林 道 保 守 点 検 業 務 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

3,000

設 備 運 転 保 守 点 検 業 務 委 託 料
（ 毘 沙 門 ・ 浮 名 ・ 堂 川 排 水 機 場 ）

浸 出 水 処 理 施 設 管 理 委 託 料
（ 最 終 処 分 場 ）

令和６年度から
令和７年度まで

2,242

第４表　　債　務　負　担　行　為　補　正

事　　　　項 期　　間 限　　度　　額

指 定 金 融 機 関 行 員 派 出 手 数 料
令和６年度から
令和９年度まで

4,851

エ レ ベ ー タ ー 保 守 点 検 委 託 料
（ 大 仁 庁 舎 ・ 市 営 神 島 住 宅 ）

令和６年度から
令和７年度まで

1,853

自 主 運 行 バ ス 事 業 補 助 金
令和６年度から
令和８年度まで

30,200

ソ フ ト ウ エ ア ラ イ セ ン ス 使 用 料
令和６年度から
令和７年度まで

10,881

資 源 ご み 資 源 化 業 務 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

51,262

令和６年度から
令和７年度まで

指 定 ご み 袋 製 造 業 務 委 託 料

清 掃 用 具 借 上 料
令和６年度から
令和７年度まで

738

電 話 交 換 機 更 新 工 事
令和６年度から
令和７年度まで

119,381

施 設 間 運 搬 業 務 委 託 料
（ 大 仁 リ サ イ ク ル セ ン タ ー ）

令和６年度から
令和７年度まで

10,736

韮 山 福 祉 セ ン タ ー 指 定 管 理 委 託 料
令和６年度から
令和11年度まで

177,000

児童発達支援センター指定管理委託料
令和６年度から
令和11年度まで

94,900

放 流 水 等 各 種 分 析 委 託 料
（ 最 終 処 分 場 ）

令和６年度から
令和７年度まで

4,702
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事　　　　項 期　　間 限　　度　　額

  ( 変更 ) ( 単位：千円 )

限度額 限度額

市 議 会 議 員 選 挙 事 業
［ 印 刷 製 本 費 ］
［自書式投票用紙読取機
運用補助業務委託料］
［ 期 日 前 投 票 所
事 務 委 託 料 ］
［ ポ ス タ ー 掲 示 板
設 置 等 委 託 料 ］
［開票管理システム運用
補 助 業 務 委 託 料 ］
［ ポ ス タ ー 掲 示 板
借 上 料 ］
［ ラ ジ オ Ｃ Ｍ 制 作 等
業 務 委 託 料 ］

6,141 6,434

55,500

3,553

341

43,714

9,075

2,139

令和６年度から
令和11年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

11,961

学 校 用 セ キ ュ リ テ ィ 対 策
フ ィ ル タ リ ン グ ソ フ ト 使 用 料

伊 豆 長 岡 学 校 給 食 セ ン タ ー
給 食 配 送 委 託 料

伊 豆 長 岡 学 校 給 食 セ ン タ ー
給 食 調 理 業 務 委 託 料

韮 山 南 小 学 校 給 食 施 設
給 食 配 送 委 託 料

韮 山 南 小 学 校 給 食 施 設
給 食 調 理 業 務 委 託 料

長 岡 温 水 プ ー ル 指 定 管 理 委 託 料

事　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

期　間 期　間

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

施 設 管 理 業 務 委 託 料 （ 文 化 施 設 ）

舞 台 操 作 業 務 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

16,781

舞 台 照 明 設 備 保 守 点 検 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

1,211

舞 台 音 響 設 備 保 守 点 検 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

1,355

舞 台 機 構 保 守 点 検 委 託 料
令和６年度から
令和７年度まで

2,112

清 掃 業 務 委 託 料 （ 文 化 施 設 ）
令和６年度から
令和７年度まで

17,051

除 細 動 器 借 上 料 （ あ や め 会 館 等 ）
令和６年度から
令和７年度まで

532

清 掃 用 具 借 上 料 （ 教 育 施 設 等 ）
令和６年度から
令和７年度まで

1,352
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  ( 追加 ) ( 単位：千円 )

限度額
起債の
方法

3,300

3,200

  ( 変更 ) ( 単位：千円 )

限度額
起債の
方法

利率
償還の
方法

限度額
起債の
方法

利率
償還の
方法

し尿処理
場 解 体
事 業 債

130,800 83,800

県 営 か
ん が い
排水整備
事 業 債

5,900 15,400

　政府資
金につい
てはその
融資条件
により、
その他の
場合には
その債権
者と協定
するもの
による。
  ただ
し、市財
政の都合
により、
据置期間
及び償還
期限を短
縮し、又
は繰上償
還若しく
は低利に
借換えす
ることが
できる。

証書借入
又は

証券発行

年4.0％
　以内
　
ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る資金に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率が
当初定め
ていた利
率を上
回った際
には、当
該見直し
を行った
利率で借
り入れで
きる。

　政府資
金につい
てはその
融資条件
により、
その他の
場合には
その債権
者と協定
するもの
による。
  ただ
し、市財
政の都合
により、
据置期間
及び償還
期限を短
縮し、又
は繰上償
還若しく
は低利に
借換えす
ることが
できる。

証書借入
又は

証券発行

年4.0％
　以内
　
ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る資金に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率が
当初定め
ていた利
率を上
回った際
には、当
該見直し
を行った
利率で借
り入れで
きる。

起債の
目的

補　　正　　前 補　　正　　後

地産地消推進事業債

証書借入
又は

証券発行

　　　年4.0％　以内
　ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率が
当初定めていた利率を上回っ
た際には、当該見直しを行っ
た利率で借り入れできる。

政府資金については
その融資条件によ
り、その他の場合に
はその債権者と協定
するものによる。
  ただし、市財政の
都合により、据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
若しくは低利に借換
えすることができ
る。

揚水機場整備事業債

第５表　　地　方　債　補　正

起債の目的 利　　率 償還の方法
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限度額
起債の
方法

利率
償還の
方法

限度額
起債の
方法

利率
償還の
方法

県 営 農
地・農村
防災対策
事 業 債

20,000 5,200

道路橋梁
新設改良
事 業 債

41,300 78,300

農地農林
施 設
災害復旧
事 業 債

2,700 2,800

土 木
災害復旧
事 業 債

32,100 45,600

　政府資
金につい
てはその
融資条件
により、
その他の
場合には
その債権
者と協定
するもの
による。
  ただ

し、市財
政の都合
により、
据置期間
及び償還
期限を短
縮し、又
は繰上償
還若しく
は低利に
借換えす
ることが
できる。

年4.0％
　以内

　
ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る資金に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率が
当初定め
ていた利
率を上
回った際
には、当
該見直し
を行った
利率で借
り入れで
きる。

証書借入
又は

証券発行

補　　正　　後

　政府資
金につい
てはその
融資条件
により、
その他の
場合には
その債権
者と協定
するもの
による。
  ただ

し、市財
政の都合
により、
据置期間
及び償還
期限を短
縮し、又
は繰上償
還若しく
は低利に
借換えす
ることが
できる。

年4.0％
　以内
　

ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る資金に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率が
当初定め
ていた利
率を上
回った際
には、当
該見直し
を行った
利率で借
り入れで
きる。

証書借入
又は

証券発行

起債の
目的

補　　正　　前
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１　総括

  ( 歳入 ) ( 単位：千円 )

款 補正前の額 補　正　額 計

 15 国庫支出金 3,687,430 110,130 3,797,560

 16 県支出金 1,385,102 31,454 1,416,556

 18 寄附金 504,376 5,000 509,376

 19 繰入金 824,991 91,740 916,731

 21 諸収入 340,989 1,876 342,865

 22 市債 2,661,652 4,800 2,666,452

            歳   入   合   計         24,098,000 245,000 24,343,000

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
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  ( 歳出 ) ( 単位：千円 )

国県支出金 地方債 その他

  2 総務費 3,763,720 12,064 3,775,784 － － 5,200 6,864

  3 民生費 8,633,581 153,781 8,787,362 112,479 － △551 41,853

  4 衛生費 2,467,488 △49,400 2,418,088 － △47,000 － △2,400

  6 農林業費 353,161 10,483 363,644 － 1,200 － 9,283

  7 商工費 723,350 3,541 726,891 － － － 3,541

  8 土木費 1,647,555 64,481 1,712,036 6,420 37,000 － 21,061

  9 消防費 1,118,072 3,920 1,121,992 － － － 3,920

 10 教育費 2,730,999 7,239 2,738,238 － － － 7,239

 11 災害復旧費 43,622 38,891 82,513 22,212 13,600 － 3,079

  歳  出  合  計                  24,098,000 245,000 24,343,000 141,111 4,800 4,649 94,440

款 補正前の額 補  正  額 計

補   正   額   の   財   源   内   訳

特       定       財       源

一般財源
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１．特別職等

長   等 3 24,720 10,661 7,416 42,797 5,002 47,799

議   員 17 62,424 24,528 86,952 18,153 105,105
その他の
特別職 1,569 75,029 75,029 524 75,553

計 1,589 137,453 24,720 35,189 7,416 204,778 23,679 228,457

長   等 3 24,720 10,661 7,416 42,797 5,002 47,799

議   員 17 62,424 24,528 86,952 18,153 105,105
その他の
特別職 1,569 75,029 75,029 524 75,553

計 1,589 137,453 24,720 35,189 7,416 204,778 23,679 228,457

長   等

議   員
その他の
特別職

計

２．一般職
（１）総括

365
(373)
366

(372)
△ 1

(1)
※（　）内は、再任用短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数について外書き

区   分 扶養手当 住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 宿日直手当 管理職手当 備　　考

区   分
時間外勤務

手当
退職手当

組合負担金
特殊勤務

手当
管理職員特
別勤務手当

比   較 9,328

補正後 88,640 203,804 1,133

補正前 79,312 203,804 1,133

1,021 49,082

比   較 △ 734 △ 449

補正前 24,129 17,331 402,556 331,999 17,705

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

補正後 24,129 17,331 401,822 331,550 17,705 1,021 49,082

比          較 △ 608 △ 3,513 8,145 4,024 △ 2,142 1,882

544,741 3,534,731

補   正   前 522,261 1,335,633 1,128,072 2,985,966 546,883 3,532,849

報   酬 給   料 職員手当 計

補   正   後 521,653 1,332,120 1,136,217 2,989,990

補正後

補正前

比   較

（単位：千円）

区        分 職員数（人）
給          与          費

共  済  費 合     計 備　　考

合　計 備  考
報   酬 給   料 期末手当 その他の手当 計

給   与   費   明   細   書
（単位：千円）

区         分 職員数（人）
給          与          費

共済費
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ア　常勤職員及び再任用短時間職員

365
(6)

366
(6)

△ 1

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数について外書き

区   分 扶養手当 住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 宿日直手当 管理職手当 備　　考

補正後 24,129 17,331 295,785 241,528 17,705 1,021 49,082

補正前 24,129 17,331 296,519 241,977 17,705 1,021 49,082

比   較 △ 734 △ 449

区   分
時間外勤務

手当
退職手当

組合負担金
特殊勤務

手当
管理職員特
別勤務手当

補正後 88,640 203,804 1,133

補正前 79,312 203,804 1,133

比   較 9,328

イ　会計年度任用職員

0
(367)

0
(366)

(1)
※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数について外書き

区   分 扶養手当 住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 宿日直手当 管理職手当 備　　考

補正後 106,037 90,022

補正前 106,037 90,022

比   較

区   分
時間外勤務

手当
退職手当

組合負担金
特殊勤務

手当
管理職員特
別勤務手当

補正後

補正前

比   較

(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

補正後 365
補正前 366
増　 減 △ 1

補正後 6
補正前 6
増　 減

その他の増減
分

8,145職 員 手 当

改正に伴う増
減分

その他の増減
分

△ 3,513 職員の異動等

常勤職員数の異動状況
在職職員数

再任用短時間勤務職員数

給　　　　　料 △ 3,513

改定に伴う増
減分

昇給に伴う増
加分

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

（単位：千円）

区　　　　　分 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

比          較 △ 608 △ 608 △ 873 △ 1,481

118,641 836,353

補   正   前 522,261 196,059 718,320 119,514 837,834

報   酬 給   料 職員手当 計

補   正   後 521,653 196,059 717,712

3,363

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

（単位：千円）

区        分 職員数（人）
給          与          費

共  済  費 合     計 備　　考

比          較 △ 3,513 8,145 4,632 △ 1,269

2,698,378

補   正   前 1,335,633 932,013 2,267,646 427,369 2,695,015

補   正   後 1,332,120 940,158 2,272,278 426,100

区        分 職員数（人）
給          与          費

共  済  費 合     計 備　　考
報   酬 給   料 職員手当 計

（単位：千円）

8,145 時間外勤務手当の増額、職員の異動等
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